













































































のが図 4 である。中規模事業所（30 ～ 299 人）
の割合は，全国と比較して約 1.5 倍，また大規
模事業所（300 人以上）の割合は全国平均の約
2 倍となっている。その結果 1 事業所あたりの
従業者数は 49.8 人と全国平均 33.8 人の約 1.5 倍




























































































































（注）A：元気なモノ作り企業 300 社〔中小企業庁〕　　　 
 B：KANSAI モノ作り元気企業 100 社〔近畿経済産業局〕
 C：ものづくり日本大賞〔経済産業省〕
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部の開設や移転が相次ぎ，現在 10 大学 21 学部，
うち理工系は 8 学部と拡大した（図 13）。この
結果，学生数は約 33,000 名と 20 年前の約 10
倍に増加し，同様に教員数は約 1,600 名，大学

























































































































































































究についてみると，2008 年度には 55 件に達し
ており，技術系職員 1 人あたり約 1 件を実施し
ていることになる（図 19）。特に 2002 年度以
降の伸びが大きく，5 年間で約 2.5 倍に増加し
ている。共同研究のパターンとしては産官が約

























































































































































大槻眞一前学長は 1992 年 4 月から 1997 年 3
月まで，滋賀県工業技術センター（当時）に所
長として勤務された。




















なお，本稿は 2009 年 1 月 14 日に開催された
龍谷大学の第 20 回新春技術講演会（同大学創























3 ） 三重県の製造業比率は 37.9%，全国は 21.3%（資
料 B）。
4 ） 2002 ～ 2007 年度の非製造業を含む民間企業設備
投資額の累計を比較すると，三重県の約 7.2 兆円
に対して滋賀県では約 3.8 兆円となっている（資
料 B のうち県内総生産）。 
　　 三重県での大型投資としては，例えばシャープ約
6,000 億円，東芝約 2,700 億円，富士通約 2,800 億
円等がある。
5 ） 滋賀県では 2003 年から 2007 年にかけて総付加価
値額は微増（+4%）であるが，従業者数は 12%
増加している。一方，三重県では従業者数の伸び
15% に対して総付加価値額は 34% 増加している
（資料 C）。
6 ） 1967 年前後には二次産業就業者数が一次産業を
上回る。
7 ） 都道府県別の製造業における専門的・技術的職業
従事者の 1980 ～ 2005 年の増加率は 228% で全国










9 ） 学校基本調査（2008 年）/ 文部科学省
　　 人口あたりの学生数では全国最下位の状況が1992
年まで長く続いたが，2007 年には京都，東京に
次いで 3 位と飛躍的に高まった。1998 ～ 2008 年































は増加傾向にあり，1975 年が 1.1% であるのに対
し 2006 年では 2.4% と増加している。
16） 2007 年 10 月から 2008 年 9 月の人口増減率は
+0.43% で全国 3 位。なお，年少人口割合（15 歳




























（平成 20 年 6 月）文部科学省産学官連携コーディ
ネーター，同省研究振興局研究環境・産業連携課，

















































　　 http ://www. jcer .or . jp/research/middle/
detail3680.html
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